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　　平成１８年３月平成２４年３月

健康福祉部長 小 林 正 明

Ⅰ　総括

1 地域の「つながりの力」を活かした支え合い体制の整備

・

2 高齢者が住み慣れた地域でいつまでも生活できる環境づくり

・

3 質の高い医療サービスの提供と本県独自の食の安全体制の整備

・

・

・

・

4 障害者の自立と生きがいづくりの支援

・

5 子どもの「自ら育つ力」を伸ばす子育ち環境の充実

・

　在宅での医療と介護の連携の推進や在宅サービス事業者の開設支援等により在宅で
生活できる環境を充実する一方で、在宅生活が困難な方のために介護施設を計画的に
整備しました。このような在宅と施設のバランスを考慮した対応により、「待機者ゼロ」を再
継続しました。

　障害者就労支援事業所への商品開発支援等を通して、障害者の就労や賃金アップを
進めました。また、平成３０年開催の「全国障害者スポーツ大会」に向けて、スポーツ体
験教室を開催するなど、障害者が様々なスポーツに親しむ環境づくりを行いました。

　県内外の医療機関に対する説明会の開催など、陽子線がん治療の普及啓発活動を
行うとともに、陽子線がん治療の適用拡大に向けての研究に着手しました。

　地区医師会等を調整役とした在宅医療チームづくりを県内全域で進め、医療と介護の
スタッフが症例検討会や研修を合同で実施し、在宅での医療・介護サービスを連携して
提供する体制づくりを進めました。

　大量調理を行う施設を重点対象として、食品衛生の自主管理制度を普及啓発しまし
た。また、本県独自に作成した生食用食肉の指導要領等に基づき、焼肉店等の監視指
導を強化しました。

　全国で初めて全県下で統一した市町の受診券の活用をさらに進め、受診機会の尐な
い小規模事業所への出前検診を実施しました。また、「がん検診受診勧奨センター」を
設け、働き盛り世代の未受診者を対象に電話による受診勧奨を開始しました。

　高齢者等の支援の必要な方が地域で安心して暮らせるように、見守りネットワークの結
成や配食・移動等の日常生活支援サービスの立上げ・拡充、地域住民の交流の場づく
りを行う市町を支援し、県下全域で体制づくりを進めました。

平成２３年度「福井新々元気宣言」推進に係る政策合意の実施結果
（平 成 ２４年 ３ 月 末 現 在）

　「福井新々元気宣言」の４つのビジョンを着実に実現していくため、平成２３年７月に知事と合
意をした「政策合意」の実施結果について、次のとおり報告します。

　「第二次元気な子ども・子育て応援計画」に基づき、すみずみ子育てサポート（一時預
かり）や保育料等を原則無料とする「ふくい３人っ子応援プロジェクト」など本県独自の子
育て応援を着実に実行しました。また、家族時間伸長運動の普及や「親子遊び塾」の実
施、保育士等の指導力向上に努め、子どもの育ちを応援する環境づくりを進めました。
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6 子どもに応じた教育支援の充実

・

Ⅱ　「政策合意」項目に係る結果について

・別紙「平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）」のとおり

　発達障害児の早期発見とスムーズな引継ぎを行うため、県として評価・引継シートの標
準様式を定め、全市町に活用を呼びかけました。また、保育・教育等の各分野が連携し
た支援体制づくりについて検討しました。
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

・がん医療センターの拡充
　県立病院の「がん医療センター」におい
て、胃がん、大腸がんに加え、肺がんにつ
いて複数の主治医による「チーム医療」を
行い、最先端のがん治療を提供します。ま
た、肝臓がん等の「チーム医療」の導入に
必要な人材を順次確保していきます。

〔成果等〕目標を達成しました。

　県民が高水準のがん医療を受けることができるよう、胃が
ん、大腸がんに次いで、肺がんについて「チーム医療」を実施
し、複数の専門医による個々の患者に応じた最適ながん医療を
提供しました。
　また、来年度から肝臓がんの「チーム医療」を実施するため
に必要な医師を採用しました。

１　日本のモデル「福井の教育」
◇　日本の教育センター福井
・発達障害の早期発見・早期支援
【部局連携】
　発達障害児を保育所で早期に発見し、幼
稚園、小学校に引き継ぐツールを開発しま
す。また、保健・保育・福祉・教育の各分
野が参加した検討会を開催し、効果的に連
携した平成２４年度からの支援体制を検討
します。

〔成果等〕目標を達成しました。

　発達障害児の早期発見とスムーズな引継ぎを行うため、県と
して評価・引継シートの標準様式を定め、全市町に活用を呼び
かけました。
　また、保育・教育等の各分野の参画を得て「発達障害児支援
検討会」を開催し、市町で行うモデル事業や関係者への研修、
保育所への「気になる子サポートメールマガジン」配信など、
平成２４年度から実施する本県独自の支援策について検討しま
した。

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

〔成果等〕目標を達成しました。

　２３年３月から治療を開始した陽子線がん治療センターが、
６月に先進医療の実施機関となりました。
　陽子線治療を広く周知し多くの利用者を確保するため、医療
関係者および一般を対象とした説明会や出前講座を開催するな
ど、普及啓発活動を行いました。
　また、陽子線治療の対象となるがんの拡大に向け、３年計画
で新しい治療法の開発に取り組むこととし、治療計画システム
や検証を行う機器の整備、先行する施設の情報収集等を行いま
した。

２　すぐれた医療と支えあいの福祉
◇　さらに高まる医療水準
・陽子線がん治療の普及
　「陽子線がん治療センター」における治
療実績を着実に重ねるとともに、県内外の
医療機関に対する説明会の開催等により陽
子線治療を広く普及していきます。また、
対象疾患の拡大や治療効果の向上のための
研究を進めます。

病児デイケアママ・ファースト運動協力店舗数結婚相談員、縁結びさんを介したお見合い実 病児デイケア 広域利用により９市７町が実施結婚相談員、縁結びさんを介したお見合い実施回数福井県版ＨＡＣＣＰ認証施設数 福井県版ＨＡＣＣＰ認証施設数育児サポート企業アドバイザーの派遣 １月末現在 １７社育児サポート企業アドバイザーの派遣 ママ・ファースト運動協力店舗数 ２，０３０店舗

陽子線がん治療センター利用者数

１１０人

陽子線がん治療センター利用者数 １１５人
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

　大学卒業後の県内初期研修医の内定者数については、マッチ
ング（一次募集）で５９人、その後二次募集を実施し、新たに
５人を確保しました。
　県内の臨床研修病院と協力した県内外での病院合同説明会
を、これまでで最も多い８回（昨年度６回）開催しました。
　また、県内出身の医学生を登録し、説明会の案内や県内の医
療情報の提供を行いました。
　さらに、後期研修の事業をパンフレットやインターネット、
医療雑誌等の様々な方法で広報したほか、県外の医師を直接訪
問して県内勤務を働きかけ、救急医・家庭医の後期研修医等の
医師を８人確保しました。

・がん検診の受診機会の拡大
　県民への普及啓発や全国で初めて全県下
で統一した市町の受診券の活用をさらに進
めます。
　特に、受診機会の尐ない小規模事業所で
の出前検診や、働き盛り世代の未受診者へ
の電話による受診勧奨を行い、検診受診率
を引き上げます。

〔成果等〕目標を達成しました。

　全国で初めて全県下で統一した市町の受診券を活用し、受診
率の低い子宮がんと乳がんについて受診機会の尐ない小規模事
業所での出前検診を実施しました。
　また、全国で初めて全県下を対象とした受診勧奨センターを
整備し、働き盛り世代の未受診者への電話による受診勧奨を行
いました。
　平成２３年度の受診者数は、前年度に比べ約６万人の増加を
見込んでいます。これにより、全体の受診率は３％増の31.7％
（平成２２年度28.7％）になる見込みです。

・県内で勤務する医師の確保
　臨床研修病院と協力して県内外で病院合
同説明会を開催し、臨床研修医の確保を進
めます。
　また、県立病院に「地域医療研修セン
ター」を整備し、救急医・家庭医や産婦人
科・小児科の後期研修医を育成するほか、
福井大学に設置した「地域医療推進講座」
の教員による出張指導を行うなど、研修医
の指導体制を充実・強化します。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

がん検診受診者数

胃がん（平成22年度98千人）１０７千人

肺がん（平成22年度208千人）２０９千人

大腸がん(平成22年度126千人)１４７千人

子宮がん（平成22年度79千人）８９千人

乳がん（平成22年度56千人）７３千人

計 （平成22年度567千人）６２５千人

（うち小規模事業所での

出前検診による受診者数 ２,０００人）

（うち電話での受診勧奨

による受診者数 ２,２００人）

平成２４年度の県内初期臨床研修医内定数 ６４人

医師確保対策による医師確保数 ８人

平成２４年度の県内初期臨床研修医

内定数

（平成21年度 49人、22年度 73人、

23年度57人） ６０人

医師確保対策による医師確保数

１０人

【チャレンジ目標 １１人】

がん検診受診者数（年度末見込値）

胃がん １０７千人

肺がん ２２２千人

大腸がん １４２千人

子宮がん ９０千人

乳がん ６５千人

計 ６２６千人

（うち小規模事業所での

出前検診による受診者数 見込値 ２,０００人）

（うち電話での受診勧奨

による受診者数 見込値 ２,２００人）
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・看護職員の確保
　看護学生の県内就業を促進します。また、
育児等での離職者に対して、再就業をあっせ
んするナースバンクによる看護師再就業講習
会の開催や求人施設と求職者のマッチングを
促進します。

〔成果等〕　目標にはいたりませんでした。

　看護学生の県内就業率を高めるため、合同就職説明会を嶺南
と嶺北の２会場で開催しました。
　また、育児等で離職し再就業を希望する看護職員を対象にし
た再就業講習会の開催やナースサポーターによる求人施設と求
職者のマッチングを促進し、再就業する看護職員の確保に努め
ました。

・県立病院の経営基盤の強化
　医業収益の向上や経費節減などにより、
県立病院の安定した経営基盤づくりを進め
ます。
　また、開業医向けの症例研修会を開催す
るなど、地域医療機関への支援を通じて機
能分担・連携強化を進めます。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　疾患別、診療科別に症例の診療状況を分析し、診療報酬制度
に基づく平均的な入院期間に調整することで、平均在院日数の
短縮に努めました。また、院内の標準的な診療計画であるクリ
ティカルパスをより最適な診療プロセスへ修正することによ
り、入院期間を見直し、平均在院日数を短縮しました。
　医療機関を直接訪問して、県立病院各診療科のＰＲポイント
をまとめた冊子の配付や地域医療連携医への新規登録依頼を行
い、登録医の増加に努めました。
　紹介患者の情報を紹介元医療機関へ速やかに提供するととも
に、連携医の要望にきめ細かく応えるなどのサービス向上を行
い、紹介率向上に努めました。
　毎月、病棟・診療科ごとの状況を院議および各診療科出席の
連絡会議において議題にし、組織的な進捗管理と周知を進めま
した。

平均在院日数

（中央医療センター６７５床） １４日

(平成２２年度 １４．７日）

初診患者に対する他の病院等から紹介された

患者の割合 ６０％

（平成２２年度 ５４．３％）

平均在院日数（中央医療センター６７５床）

１４．１日

初診患者に対する他の病院等から紹介された患者の割合

５５．６％

再就業あっせんにより確保する看護職員数

（平成22年度 395人） ４００人
再就業あっせんにより確保する看護職員数

３８０人

育児サポート企業アドバイザーの派遣
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

〔成果等〕目標を達成しました。

　関西大学と共同で、女性落語家が出演する「関大ふくい笑い
講」を開催し、「笑い」を活かした健康づくりの普及啓発を行
いました。
　さらに、女性の落語愛好者や関西大学落語研究会の学生を
「笑いの講師」として、福祉施設や医療施設へ派遣しました。
（嶺北３施設、嶺南２施設の計５回）

・ストレスチェックの拡充、うつ病などの
早期発見の体制づくり
　集団健診や母子健診、高齢者介護サービ
ス利用時など様々な機会をとらえてストレ
スチェックを実施し、心の不調を早期発見
します。
　また、一般医と精神科医によるうつ病の
症例検討会を開催し、一般医から精神科医
への患者引継ぎを円滑化する連携を強化し
ます。

〔成果等〕目標を達成しました。

・「８０２０運動」の推進
　生涯にわたって健康な歯を持ち続けられ
るよう、歯科健診の定着を推進します。ま
た、各地域で健口（けんこう）講話、歯磨
き指導の出前講座を開催します。

〔成果等〕目標を達成しました。

　県内の２７２の医療機関で「おとなの無料歯科健診」、「妊
産婦歯科健診」を実施し、歯や口の衛生に関する意識向上と歯
科健診の普及啓発を行いました。
　また、公民館や児童館で、歯磨き指導や歯の健康に関する出
前講座を開催しました。さらに、幼稚園や保育園でフッ素洗口
の指導を行い、歯の健康づくりを啓発しました。

・「笑い」による健康づくり
　女性落語などと連携して、関西大学と共
同で笑い講「こころとからだのヘルスケ
ア」を開催し、「笑い」を取り入れた健康
づくりや健康面への効能を普及啓発しま
す。また、落語愛好者を「笑いの講師」と
して、医療施設や福祉施設へ派遣します。

　全市町の集団健診時等にストレスチェックを実施するととも
に、福井労働局と協力して県内企業に従業員のストレスチェッ
クの実施を働きかけ、心の不調の早期発見に努めました。
　また、県下４地区（二次医療圏）で一般医等を対象にしたう
つ病の症例検討会を開催し、かかりつけ医の段階でうつ病患者
を早期に発見し、精神科へ円滑に引き継ぐ体制づくりを進めま
した。

歯科健診の受診者数 ２，０００人

（平成22年度2,340人）

精神科医との連携を新たに始めた一般医

の数 １００人

育児サポート企業アドバイザーの派遣

精神科医との連携を新たに始めた一般医の数

１２７人

歯科健診の受診者数 ２,４９７人
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　高齢者が元気でいるために実践すべきことをわかりやすい標
語にし、普及することにより、高齢者自らが行う「健康づく
り」、「生きがいづくり」につなげていくことを検討しまし
た。
　また、県老人クラブ連合会等を通じた呼びかけにより、健康
づくり講座やスポーツ大会への参加を促進し、高齢者の健康づ
くり、体力づくりを進めるとともに、介護予防事業について
は、対象者に電話や個別訪問等により参加を呼びかけ、参加者
の増加に結びつけました。
　さらに、東京大学との共同研究（ジェロントロジー）におい
て得られた「県民の健康度、医療・介護サービス消費の実態」
や「地域力が高齢者等の健康に与える影響」について県民に広
く紹介しました。今後は、これらを参考にした健康づくりの検
討を進めます。

◇　元気生活のアクティブ・シニア、「元
気生活率日本一へ」
・高齢者の元気生活率の向上【部局連携】
　住み慣れた地域でいつまでも元気に暮ら
せるように、高齢者が自分の生活を見つめ
直し、自らの健康維持に必要な気付きが得
られる新たな方策を検討します。
　また、老人クラブ等が実施する健康づく
り講座やスポーツ大会などへの参加、市町
が実施する介護予防教室への参加を促進し
ます。
　さらに、東京大学との共同研究（ジェロ
ントロジー）による知見を参考にして、市
町ごとの特性に応じた介護予防や健診、健
康づくり活動を実施します。

・食の安全確保
　事業者による食品衛生の自主管理の推進
や、飲食店に対する食品衛生監視指導およ
び消費者に対する食中每予防講座の開催等
を通して食の安全・安心に対する意識を高
めます。
　特に、大量調理施設を重点対象として巡
回指導や講習会を行い、大規模食中每の発
生を防止します。
　また、県独自に生食用食肉等の指導基準
を作成するとともに、焼肉店等の監視を強
化し、食肉による食中每発生を防止しま
す。

〔成果等〕目標を上回って達成しました。

　大量調理を行う施設を重点対象として衛生管理方法の認証制
度（福井県版ＨＡＣＣＰ）を普及啓発した結果、仕出し弁当調
製、そうざい製造および給食等の業種での認証取得を推進しま
した。
　また、認証取得業者を紹介したパネル展や食中每予防セミ
ナー等を開催し、認証制度を広く周知しました。
　さらに、本県独自に作成した生食用食肉の指導要領等に基づ
き、焼き肉店等に対する監視指導を強化するとともに、県民に
対して危険な生肉の喫食を控えるよう呼びかけました。

６５歳～７４歳の元気生活率 ９６.８％

（平成２２年度 ９６．７％）

７５歳～８４歳の元気生活率 ８３.５％

（平成２２年度 ８３．４％）

高齢者の健康づくり事業

への参加者数 ２３,５００人

（平成２２年度 ２２,９３１人）

福井県版ＨＡＣＣＰ新規認証施設数

（平成22年度 13施設） １０施設

焼肉店等に対する延べ監視件数

1,０００件

福井県版ＨＡＣＣＰ新規認証施設数 １６施設

焼肉店等に対する延べ監視件数 １，７１４件

６５歳～７４歳の元気生活率 ９６.６％ ＜全国２位＞

７５歳～８４歳の元気生活率 ８２.９％

高齢者の健康づくり事業

への参加者数 ２４,８４３人
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

〔成果等〕　目標を達成しました。

　地区医師会等を調整役とした在宅医療チームづくりについ
て、９月から新たに福井第一医師会地区を含めて進めました。
　また、東京大学と共同で、在宅医療の将来モデルを検討する
ワーキングを開催し、住民への在宅医療の普及啓発イベント
（９月、２月）や在宅患者の一時預かり病床の試行運用（将来
モデルの実証研究）（１０月～３月）を実施しました。

・認知症を理解しあたたかく見守る環境づ
くり
　認知症を正しく理解し認知症高齢者との
接し方や対応方法を身につけた認知症サ
ポーターを引き続き養成し増やしていきま
す。
　また、認知症の早期発見、早期治療の徹
底や重度化の防止に向け、全国初の取組み
となる「定年齢での認知症検診」の導入を
目指して、専門家の意見を取り入れなが
ら、来年度から実施するモデル事業の準備
を行います。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　各市町に認知症サポーター養成講座の開催を働きかけて講座
開催数を増やすとともに、受講者が数市町にまたがる場合は、
県が講座開催をサポートし、認知症の理解普及に努めました。
　また、定年齢認知症検診の導入を目指し、検討部会を４回開
催して具体的な仕組みづくりを進めるとともに、来年度からの
モデル事業実施に向け市町への説明等を行いました。

・「ふくい在宅あんしんネット」づくりの
拡大【共同研究】
　住み慣れた地域で安心して暮らせるよ
う、病院から在宅への円滑な移行や医療・
介護スタッフの関係づくりなどを進める地
区を増やします。
　また、東京大学と共同で、住民への在宅
医療の普及啓発手法や訪問看護等の在宅ケ
ア体制の充実策など、将来モデルの実証研
究を行い、全国モデルとなる新政策に繋げ
ます。

認知症サポーター養成数

３０,５００人

（平成２２年度末 ２６,０８８人）

在宅医療チームへの登録医師数 １７０人

在宅医療の利用者数 ３，４３４人

在宅医療チームへの登録医師数

（平成22年度 158人） １７０人

在宅医療の利用者数

（平成22年度 3,087人）３，２００人

認知症サポーター養成数 ３３,１１３人
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・福祉ボランティアの活動機会の拡大
【部局連携】
　「ボランティア・カフェ」および「福縁
ボランティアネット」を活用して、地域で
の支え合い活動とボランティアとのマッチ
ングを支援します。また、見守り活動の必
要性について理解を深めるボランティア研
修会やイベントを開催し、アクティブシニ
ア層を含めた福祉ボランティアを増やしま
す。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　県内ボランティア関連情報を「ボランティア・カフェ」およ
び「福縁ボランティアネット」において一元的に収集・発信
し、ボランティア活動をしたい個人やグループとボランティア
を募集したい施設・団体等とのマッチングを支援しました。
　また、「ボランティア・カフェ」において体験講座やボラン
ティア作文コンクールの作品展示など、ボランティア活動の普
及啓発も行いました。

◇　「一役を分担」の地域活動
・日常的に生活支援が必要な方を地域で支
える体制づくり
　地域住民による「見守りネットワーク」
の結成を促進し、高齢者等の支援が必要な
方に対し日常的に声かけや安否確認を行い
ます。また、弁当配達や外出支援などの日
常生活を支える活動の立上げや、地域住民
の居場所としての地域サロンの設置などを
支援します。
　さらに、これらの活動を支える人材の育
成を行い、地域住民による支え合いの体制
づくりを進めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　市町が行う「見守り」のための要支援者情報の把握や住民説
明会など「ネットワーク」結成のための事業を支援し、県下全
域での体制づくりを推進しました。
　また、ＮＰＯ法人や市町の施設整備、設備整備を支援し、地
域住民の交流の場(地域サロン)づくり、食事・移動・買物と
いった日常生活の支援活動の立ち上げや拡充を行いました。
　支え合い活動のための人材については、意識啓発のため「ふ
くいつながりフェスタ２０１１」を１１月に開催するとともに
研修カリキュラムの作成や指導者を養成しました。今後は人材
を育成するため、県下全域で県民の方を対象とした研修を行っ
ていきます。

「見守りネットワーク」の結成数

１３５

日常生活支援活動を行う組織数 ５０

過去１年間にボランティア活動に参加した

人の割合 ６０％以上

（平成２２年度 ５９．６％）

（うち高齢者（６５歳以上）のボランティ

ア行動者率 ６５％以上）

（平成２２年度 ６３％）

過去１年間にボランティア活動に参加した人の割合

６１．１％

（うち高齢者（６５歳以上）のボランティア行動者率

６５．４％ )                                      

「見守りネットワーク」の結成数 １９３

日常生活支援活動を行う組織数 １２０

新規取組組織数 ５５

既存事業拡大組織数 ６５
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

　「ふくい在宅あんしんネット」、ジェロントロジー共同研究
による在宅での医療と介護の連携推進や、在宅介護サービス事
業者の開設支援、在宅療養支援病床のモデル事業やショートス
テイの充実による在宅介護者の負担軽減などを進め、在宅環境
を充実しました。
　一方、在宅での生活継続が困難な方のために特別養護老人
ホーム等の介護施設を計画的に整備しました。
　このような在宅と施設のバランスを考慮した対応により、
「待機者ゼロ」を再継続しました。

・ふくいの高齢者の新しい住まい方の検討
【部局連携】
　高齢者のみの世帯や要介護高齢者の急増
が見込まれることから、課題解決プロジェ
クトチームを設け、高齢者の住まいや生活
支援、高齢者が住みたくなるまちづくりと
いった視点から高齢者の暮らしに総合的に
アプローチし、新しい住まい方を提案しま
す。

〔成果等〕　目標を達成しました。

・介護人材の確保
　働きながら介護の資格が取得できる介護
雇用プログラムや身近な地域での就職面接
会等により、介護分野への新たな人材の雇
用を促進します。
　また、介護職員処遇改善交付金を活用し
た給与水準の向上など、処遇改善を通じて
介護職員の職場定着を支援します。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　介護雇用プログラムや求職者に身近な地域での就職面接会、
職業訓練等を実施したほか、県福祉人材センター（福祉人材無
料職業紹介所）に専門員を配置して求職者と求人事業所のマッ
チング機能を高めるなど、未経験者や潜在的有資格者を含めた
多様な人材の確保に努めました。
　また、介護職員処遇改善交付金による給与アップや事業所へ
の出張研修の実施など、介護職員の処遇改善を通じて職場定着
を支援しました。

〔成果等〕　目標を達成しました。◇自立を基本に頼れる福祉
・在宅と施設のバランスにより「待機者ゼ
ロ県」を再継続
　高齢者ができる限り住み慣れた地域で安
心して生活できるよう、在宅での医療や介
護サービスを充実します。
　また、在宅での生活の継続が困難な方に
対して、必要となる施設の整備を計画的に
進めます。

　ゆとり（＝広さ）があり、高齢者にやさしいなどの特徴を持
つ良質な住宅を持ち、地域の支え合いの中で暮らしていくこと
を「福井らしい住まい方」と捉え、その実現を目指していくこ
ととし、改定する「福井県老人福祉計画および福井県介護保険
事業支援計画」および「福井県住宅・宅地マスタープラン（福
井県高齢者居住安定確保計画）」に反映しました。

在宅介護サービス利用者の割合 ７４％

（平成２２年度 ７３．６％）

ショートステイ整備数（累計） ９４４床

（平成２２年度末 ９１４床）

介護５施設整備数（累計） １０,３４３床

（平成２２年度末 ９，９９３床）

介護分野への新たな就業者数 ９００人 介護分野への新たな就業者数 ９８３人

在宅介護サービス利用者の割合 ７５．４％

（介護保険３施設以外）

ショートステイ整備数（累計） ９８４床

介護５施設整備数（累計） １０，３８３床
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

　Ａ型事業所の開設を希望する企業に参入促進アドバイザーを
派遣して開設を支援し、障害者のＡ型事業所への就労を進めま
した。また、Ｂ型事業所に商品開発・作業向上アドバイザーを
派遣し、新商品の開発や作業効率の向上による経営改善を支援
し、障害者の賃金アップを推進しました。

・「みんなにやさしいまちづくり」の推進
【部局連携】
　施設のバリアフリー整備状況がよくわか
る新たな評価制度を設けます。また、バリ
アフリーのまちづくりに障害者などの当事
者が参画する仕組みをつくり、障害者を含
むすべての人にやさしいまちづくりを推進
します。

〔成果等〕目標を達成しました。

　障害者や事業者などの関係者が参画した検討会で協議を重
ね、施設のバリアフリー整備状況を段階的に評価し、利用者に
分かりやすい新たな表示制度を創設しました。平成２４年度か
ら運用します。
　また、福井市中心部の公共交通機関や道路、施設のバリアフ
リー整備状況について、障害者や事業者も参加した調査を実施
し、改善策をとりまとめました。

・障害者施設賃金の更なる向上
　最低賃金が適用される事業所（Ａ型）の
開設を希望する企業等にアドバイザーを派
遣して新規参入を促進し、事業所で働く障
害者を増やします。また、最低賃金が適用
されない事業所（Ｂ型）についても、作業
効率の向上や新たな商品開発を進め、賃金
をさらに高めます。

〔成果等〕目標を達成しました。

・障害者スポーツに親しめる環境整備
　平成３０年に開催される「全国障害者ス
ポーツ大会」に向けて、スポーツサークル
の育成やスポーツ体験教室の開催、指導者
の養成などを障害者関係団体等と連携しな
がら行うことにより、スポーツを通じた障
害者の社会参加を促進します。

〔成果等〕目標を達成しました。

　これまで活動のなかった団体競技６競技のスポーツ体験教室
を開催し、競技に親しむ機会をつくりました。
　また、競技指導者向け講習会を開催し、障害者スポーツに関
する理解を深めるとともに、障害者スポーツサークルの活動を
支援し、障害者スポーツに親しむ環境づくりを行いました。

Ａ型事業所で働く障害者数 ６２０人

（平成２２年度 ５７７人）

Ｂ型事業所障害者賃金（月額）１８，４００円

（平成２１年度１６，６２１円、

平成２２年度１７，９２８円）＜全国１位＞

育成・強化する障害者スポーツの団体競技

数 ７競技

（平成２２年度末 １競技）

Ａ型事業所で働く障害者数 ７５５人

Ｂ型事業所障害者賃金（月額） 見込値 １８，４８７円

育成・強化する障害者スポーツの団体競技数 ７競技
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

３　若者のチャレンジと女性の活躍を応援
◇　若者にチャレンジの場
・縁結びの充実
　婚活応援サイト「ふくい婚活カフェ」の
携帯電話版の新設など利便性を高め、県・
市町の結婚支援情報や県内の縁結びスポッ
ト、婚活へのアドバイスなどを発信すると
ともに、事業所間の独身者グループの交流
の場を提供するなど、若者の出会いを一層
支援します
　また、結婚相談員に加えて、地域で自発
的な縁結び活動を行う人たち（地域の縁結
びさん）の登録を進め、地域での縁結び活
動を活発化します。

◇　子どもがたくさん、家族を応援
・「元気な子ども・子育て応援計画」に基
づく子育て支援サービスの実施
　小学校３年生までの医療費助成や病児デ
イケア、すみずみ子育てサポート（一時預
かり）などのきめ細かな子育て支援を着実
に推進します。また、保育料などを原則無
料とする「ふくい３人っ子応援プロジェク
ト」により、３人以上の子どもがいる家庭
の経済的負担を軽減します。
　さらに、子育てマイスターの活動の場を
増やし、地域で子育て中の親をサポートし
ます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　婚活応援ポータルサイト「婚活カフェ」の携帯電話版の新設
に併せて、婚活のアドバイスや縁結びスポットなどを配信する
とともに、独身者のグループの登録方法を改善し、利用者の利
便性を高めました。現在、４５の企業の独身者グループが登録
し、交流を深めています。
　また、共通の趣味を持ち年間を通して活動する若者グループ
を募集し、１０のグループの活動を支援しました。
　さらに、１９人が登録してい｢地域の縁結びさん｣と２００人
の結婚相談員による縁結び活動を行い、５４組の方が結婚しま
した。

　小学校３年生までの医療費助成やすみずみ子育てサポート事
業（一時預かり）などの県独自の子育て支援サービスを紹介し
た「平成２３年度版ふくいの子育て応援ガイド」を６月に作成
し、子育て中の家庭に配付し、利用を促進しました。
　また、子どもが３人以上の世帯を支援する「ふくい３人っ子
応援プロジェクト」により、子育て家庭の経済的負担を軽減し
ました。
　さらに、子育てマイスターには約５４０人の方が登録し、活
動の中心である地域子育て支援センター（地域の子育て支援拠
点施設）の他、児童館、公民館等で育児相談や情報提供のボラ
ンティア活動を行いました。

すみずみ子育てサポート事業利用者数

（平成22年度 48,266人）４８，５００人

子育てマイスターによる子育て相談者数

（平成22年度 18,431人）１９，０００人

出会い・交流イベント参加人数

（平成22年度3,537人） ３，６００人

結婚相談員、縁結びさんを介した

お見合い実施回数

（平成22年度 1,093回） １，１００回

【チャレンジ目標 １，２００回】

出会い・交流イベント参加人数

３，７９１人

結婚相談員、縁結びさんを介したお見合い実施回数

１，２２２回

すみずみ子育てサポート事業利用者数 ４８，９４１人

子育てマイスターによる子育て相談者数 １９，０３２人
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役職 健康福祉部長 氏名 小林　正明

平成２３年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　24　年　3　月　末　現　在　）

項　　目

４　日本一の安全・安心（治安向上から治
　安実感へ）
◇　地震・異常気象・災害などに迅速に対
　応
・災害医療体制の充実
　東日本大震災を踏まえて、学識者などで
構成する検討会を開催し災害時の医療提供
体制の再検討を進めます。また、被ばく医
療体制の検討やＤＭＡＴ（※１）の増加、
ＳＣＵ（※２）の整備などを進め、災害急
性期に迅速に対応できる体制を整えます。

※１　ＤＭＡＴ：災害派遣医療チーム
※２　ＳＣＵ：県外に重傷者を搬送する
　　　　　　ために福井空港に設置する
　　　　　　臨時医療施設

〔成果等〕　目標を達成しました。

　福井県地域防災計画地震・津波対策検討委員会およびＷＧに
参加し、災害時における医療提供体制等について検討を進めま
した。今後、地域防災計画等の具体的な見直しを進めます。
　また、福島の事故の際に現地で活動した医師等で構成する
「原子力災害医療体制検討会」を設置し、本県における原子力
災害時の医療体制について検討を進めました。
　さらに、災害拠点病院が保有するＤＭＡＴ全１６チームに医
療資機材を整備するとともに、福井空港にＳＣＵの資機材を備
蓄し、ＤＭＡＴ活動の必要設備を整えました。

・子育ち環境の充実【部局連携】
　新たに「おはよう！からはじめる家族時
間」運動や「親子遊び塾」などを実施し
て、家族とのふれあいや遊び体験の機会を
充実し、「自ら育つ」子どもを応援する環
境づくりを進めます。
　さらに、保育士・幼稚園教諭の指導力向
上や親子・地域の子育て向上のための研修
を実施します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　「おはよう！からはじめる家族時間」運動啓発チラシ13,500
枚およびポスター1,500枚を主に商工会議所連合会や民間保育
園連盟などの県推進団体を通じて配布するとともに、新聞への
コラム掲載や関連事業の紹介を行いました。
　また、地域のまつりなど親子が集まるイベントや施設におい
て、「親子遊び塾」を実施しました。
　さらに、保育士・幼稚園教諭対象に気になる子の支援や保護
者支援、幼児教育のあり方などをテーマにした地域別研修会を
実施しました。

「親子遊び塾」参加者数 １，０００人

保育士・幼稚園教諭の指導力向上研修の

参加者数

（平成22年度 1,160人） １，２００人

「親子遊び塾」参加者数 １，１６０人

保育士・幼稚園教諭の指導力向上研修の

参加者数 １，３２０人
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